


序   文 

 

国際協力機構は、イラン国政府が我が国政府に要請した技術協力プロジェクト「地震後

72 時間緊急対応計画構築プロジェクト」に係る要請内容の確認及びプロジェクトの枠組み

の合意を目的として、平成 18 年 4 月 14 日から同年 5 月 4 日にわたり、当機構地球環境部

第三グループ(水資源・防災)防災チーム長である永石雅史を団長とする事前調査団を現地

に派遣しました。 

調査団は、イラン国政府からの聞き取り調査や対象地域の状況確認により、技術協力の対

象機関の能力の把握、緊急対応のニーズの把握に努めました。 

本報告書は、同事前調査の調査・協議結果を取りまとめたものです。 

この場をお借りしまして、本件にご協力いただいた日本並びにイラン国双方の関係者の皆

様に深く御礼を申し上げますとともに、今後もご支援賜りますようよろしくお願い申し上

げます。 

 

2006 年 8 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部  

部長 伊藤 隆文 



 

目   次 
 

序 文 

目 次 

調査対象地域位置図 

写 真 

略語表 

 

第１章 事前調査の概要 

１－１ 要請の背景 ......................................................1 
１－２ 事前調査の目的 .................................................. 2 
１－３ 調査団の構成 .................................................... 2 
１－４ 調査日程 ........................................................ 3 
１－５ 調査・協議結果概要 .............................................. 4 
 

第２章 評価結果のフレームワーク 

２－１ プロジェクトのフレームワーク .................................... 7 
（１） プロジェクトのタイトル .......................................... 7 
（２） プロジェクト実施体制 ............................................ 7 
（３） プロジェクト期間 ................................................ 7 
（４） 受益対象者 ...................................................... 7 
（５） プロジェクトのデザイン .......................................... 7 
（６） 評価 5 項目による評価結果 ........................................ 10 
（７） 貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 .............................. 13 
（８） 過去の類似案件からの教訓の活用 .................................. 13 
（９） 今後の評価スケジュール .......................................... 13 
 

２－２ 特筆すべき事項 .................................................. 14 
（１） 他ドナーによるプロジェクトとの関係 .............................. 14 
（２） その他の留意事項 ................................................ 14 
 

【付属資料】 

付属資料１. R/D 及び M/M ............................................... 17 
付属資料２. M/M ...................................................... 35 
付属資料３. テヘラン市の概要 .......................................... 49 
付属資料４. テヘラン市の震災時緊急対応 ............................... 51 
付属資料５. 主要面談者リスト .......................................... 83 
付属資料６. 議事録 .................................................... 85 
付属資料７. 質問表 .................................................... 109 
付属資料８. 収集資料リスト ............................................ 113 



                                   

調
査

対
象

位
置

図
 



 
 

写真―１ テヘラン市総合災害管理局（TDMMO）の建物 
 
 

 
 

写真―２ TDMMO 施設内に掲示されているテヘラン市危険度マップ 
（前回の開発調査で開発された GIS による表示） 

 
 

 
 

写真―３ TDMMO の GIS グループが作成したテヘラン市避難場所マップ 
（前回の開発調査で開発されたデータベースに基づく表示） 



 
 

写真―４ TDMMO 内の総合防災会議室 
 

 

 
 

写真―５ 本調査団の TDMMO への表敬訪問（4 月 22 日） 
（右側４人目がホセイニ TDMMO 所長、左側５人目が永石団長） 

 
 

 
 

写真―６ TDMMO との M/M に関する協議（4 月 26 日） 



 
 

写真―７ TDMMO に来所したテヘラン市議会防災担当議員へ 
永石団長が本プロジェクトの概要を説明 

 

 
 

写真―８ 左より、エブラヒミ副所長、M/M に署名するホセイニ所長、 
モクタリ事業調整担当、アミニ顧問（4 月 29 日） 

 

 
 

写真―９ 署名した M/M を交換する永石団長とホメイニ所長（4 月 29 日） 



 
 

写真―10 テヘラン市の防災訓練での総合防災会議の様子 
（TDMMO に掲示されていた写真より） 

 

 
 

写真―11 テヘラン市の防災訓練の様子 
（TDMMO に掲示されていた写真より） 

 

 
 

写真―12 訪問したスイス大使館が常備する防災キット・ショルダーバッグ 
（イラン赤新月社から購入） 



略 語 表 
 

AI  人工知能(Artificial Intelligence) 
CBO  コミュニティ組織(Community Based Organization) 
CDM コミュニティ防災組織(Community Disaster Management) 
CEST テヘラン市地震環境研究所(Center for Earthquake and Environment Studies of 

Tehran) 
C.Y.  暦年(Current Year) 
DM  災害管理(Disaster Management) 
ER  緊急対応(Emergency Response) 
ERP  緊急対応計画(Emergency Response Plan) 
ES  エキスパートシステム（人工知能の応用分野の一つ）(Expert Systems) 
GIS  地理情報システム(Geographic Information Systems) 
GNI  国内総所得(Gross National Income) 
GOI  イラン国政府(Government of Iran) 
GOJ  日本国政府(Government of Japan) 
GTA  大テヘラン圏(Greater Tehran Area) 
GTGC  大テヘランガス会社(Greater Tehran Gas Company) 
I.R.I  イランイスラム共和国(Islamic Republic of Iran) 
ICS  緊急指揮権システム(Incident Command System) 
IIEES 国際地震工学研究所 (International Institute of Earthquake Engineering and 

Seismology) 
JCC  合同調整委員会(Joint Coordinating Committee) 
J.F.Y.  日本会計年度(Japan Fiscal Year) 
JICA  独立行政法人国際協力機構(Japan International Cooperation Agency) 
M/M  協議議事録(Minutes of Meeting) 
MOI  内務省(Ministry of Interior) 
MPO  計画管理局(Management and Planning Organization, Office of the President) 
NCNDR 自然災害軽減国家委員会(Law of Foundation of National Committee for Mitigation 

of Natural Disaster Effects) 
NDTF  自然災害タスクフォース(National Disaster Task Force) 
NGO  非政府組織(Non-Government Organization) 
ODA  政府開発援助(Official Development Assistance) 
PCM プロジェクトサイクルマネージメント（事業サイクル管理）(Project Cycle 

Management) 
PDM  プロジェクトデザインマトリックス（事業概要表）(Project Design Matrix) 
PO  作業工程表(Plan of Operations) 
PR  広報(Public Relations) 
PWUT  テヘラン電力水力大学(Power & Water University of Tehran) 
QD&LE  早期被害推計(Quick Damage & Loss Estimation) 
RCS  赤新月社(Red Crescent Society of Islamic Republic of Iran) 
R/D  (Record of Discussion) 
RRCP  救援・救護総合計画(Rescue and Relief Comprehensive Plan) 
SOP  災害時標準実施計画(Standard Operation Plan) 
TCEMP テヘラン市総合緊急対応計画(Tehran Comprehensive Emergency Management 

Plan) 
TCI  イラン通信会社(Telecommunication Company of Iran) 
TDMMC テヘラン市総合防災管理センター(Tehran Disaster Mitigation and Management 

Center) 
TDMMO テヘラン市総合防災管理局 (Tehran Disaster Mitigation and Management 

Organization) 
TF  タスクフォース(Task Force) 



TREC  テヘラン市地域電力会社(Tehran Regional Electric Company) 
TWSC  テヘラン市上下水道会社(Tehran Water and Sewage Company) 
TWWC  テヘラン市上下水道会社(Tehran Water & Wastewater Company) 
UNDP  国際連合開発計画(United Nations Development Programme) 
WB  世界銀行(World Bank) 
 
 



 1

第１章 事前調査の概要 

 

１－１ 要請の背景 

（１）イラン国（面積 162 万 km2、人口 6600 万人、一人あたり GNI2,010 ドル、2003 年統計）

の首都テヘラン市（面積 720km2、人口 800 万人、2000 年推計）は、世界でも屈指の地震

多発地帯に位置しており、約 150 年周期でたびたび大地震に見舞われている。1830 年以

来テヘラン市を直撃した大地震は発生していないが、20 世紀以降急激に都市化が進んで

おり、ひとたび発生すれば未曾有の大惨事になることが想定されている。 

 

（２）かかる状況のもと、JICA は同国政府の要請を受けて、1998 年から 2000 年にかけて

「大テヘラン圏地震マイクロゾーニング計画調査」を実施した。同調査では GIS（地理情

報システム）を活用した自然・社会条件のデータベース化、地盤調査、地震シナリオの

設定、被害想定等を行い、地震防災計画作成の基本情報にあたるマイクロゾーニングマ

ップを策定した。調査の結果、最悪の場合、死者数が 38 万人にも及ぶ被害が見込まれる

ことが判明した。  

 

（３）上記地震被害想定を受け、平常時→発災直後→復旧・復興期と系統立てた災害対応

計画を取りまとめる必要があるが、テヘラン市にはそのような総合的な防災計画が存在

しなかった。 

 

（４）上記経緯を踏まえ、イラン政府は 2000 年 8 月、テヘラン市全 22 区及び周辺の緩衝

地帯を含む「大テヘラン圏」を対象とした総合地震防災管理計画策定を目的とする開発

調査の実施を日本政府に要請してきた。これを受け、JICA は 2002 年 8 月～2004 年 8 月

にかけて「大テヘラン圏総合地震防災及び管理計画調査」を実施し、テヘラン市周辺に

おける防災体制の整備、地震防災の事前対策計画、緊急対応計画、復旧･復興計画の策定

および優先プロジェクトの提案をおこなった。特に、調査実施中の、2003 年 12 月にケル

マン州バム市においてマグニチュード 6.3 の大規模地震が発生し 4 万人を超える住民が

犠牲になったことで、地震発生後の応急対応体制強化の必要性が強く認識されることと

なった。 

 

（５）2004 年に同国より要請のあった本技術協力プロジェクト「地震後 72 時間緊急対応計

画構築プロジェクト」は、上記開発調査において応急対応計画構築の優先プロジェクト

が提案されたのを受けたものであり、提案された個別の優先プロジェクトのうち 5「広域

避難所の設置と備品整備事業」、11「テヘラン市災害管理センターの組織力強化事業」、

14「テヘラン市消防局の緊急対応能力強化事業」、15「保健･医療組織の応急対応能力強

化事業」に対応するものであることに加え、大規模地震の危険性の高いテヘランにおけ

る震災応急対応計画構築の必要性が認められるところ、本件を我が国の協力事業として
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採択した。 

 

（６）これを受けて、JICA は①プロジェクト実施に必要な基本情報、関連情報を幅広く収

集すること、②イランにおける応急対応の関係機関や役割分担をより明確にすること、

③イラン側と本プロジェクトにおける協力可能な範囲について議論し技術移転の対象機

関や対象範囲を明確にすることを目的として事前調査を実施することとした。 

 

１－２ 事前調査の目的 

本事前調査は、「地震後 72 時間緊急対応計画構築プロジェクト」の実施に向けて、本件

プロジェクトに関わる要請背景、範囲と内容、関連計画との整合性および先方政府の意向

を確認するとともに、資料および情報の収集を行うことが目的であり、以上の結果を踏ま

えて、プロジェクト基本計画(Project Design Matrix; PDM)案の策定、M/M の署名を行った。

また、今後事前評価表案の作成を行う。 

 

１－３ 調査団の構成 

名前 担当分野 派遣期間 所属 

永石 雅史 総括 4/20-5/1 
JICA 地球環境部第 3 グループ防災チーム 

チーム長 

佐藤 弘之 総合防災計画 4/22-4/27
内閣府国際防災協力推進室 

地震・火山対策担当参事官補佐 

高見 隆 地域防災計画 4/20-4/27 兵庫県企画管理部防災企画局 防災計画課主幹 

近藤 伸也 災害応急対応 4/20-4/27
阪神・淡路大震災記念人と防災未来センター 

専任研究員 

小林 一郎 都市防災 4/14-5/4 株式会社パセット 取締役 

皆川 泰典 評価分析 4/14-5/4 
株式会社システム科学研究所 コンサルティング

部上席研究員 

大野 憲太 調査企画 4/20-5/1 
JICA 地球環境部第 3 グループ防災チーム 

職員 
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１－４ 調査日程 

日順 日付 行程 宿泊 

1 April 

14(Fri) 

20:40 羽田発→21：55 関空着（JL1319） 

23:15 関空発 

機中 

2 15(Sat) →05:30 ドバイ着（EK317） 

07:45 ドバイ発→09：15 テヘラン着（EK971） 

14:30-15:00 日本大使館表敬 

16:30-17:30 テヘラン市災害管理機構(TDMMO)表敬、協議 

テヘラン 

3 16(Sun) 15:00-16:30 UNDP 表敬、協議 〃 

4 17(Mon) 12:00-13:30 テヘランガス会社(GTGC)協議 

14:15-15:30 テヘラン電気(TREC)協議 

16:00-17:00 イラン行政企画庁(MPO)表敬、協議 

〃 

5 18(Tue)  9:00-10:00 赤新月社協議 

14:00-14:30 テヘラン上下水道公社協議 

17:00-18:00 TDMMO 協議 

〃 

6 19(Wed) 14:00-15:30 テヘラン市消防局協議 〃 

7 20(Thu) 在イラン スイス大使館

表敬、協議 

資料整理 

【JICA、兵庫県】 

20:40 羽田発→21:55 関空着

（JL1319） 

23:15 関空発 

〃 

8 21(Fri) 資料整理 

団内協議 

→05:30 ドバイ着（JL5099） 

07：45 ドバイ発→09：15  

テヘラン着（EK971） 

〃 

9 22(Sat) 9:15-10:00 JICA イラン事

務所表敬、協議 

11:15-12:20 TDMMO 表敬、

協議 

【内閣府】 

20：40 成田発→21：55 関空着

（JL1319） 

23：15 関空発 

〃 

10 23(Sun) 15:00-16:00 日本大使館

表敬 

16:30-18:30 TDMMO 協議 

→05：30 ドバイ着（JL5099） 

07：45 ドバイ発→09：15  

テヘラン着（EK971） 

〃 

11 24(Mon) TDMMO 協議 〃 

12 25(Tue) 9:30-10:50 MPO 表敬、協議 

14:00-17:30 TDMMO 協議 

〃 

13 26(Wed) 11:00-11:30 TDMMO 見学 

18:00-19:00 TDMMO 協議 

【内閣府、兵庫県】 

21:15  テヘラン発→23:45 

ドバイ着（EK978） 

02:50 ドバイ発 

〃 

14 27(Thu) 【永石、小林、大野】 →17:20 関空着（JL5090） 〃 
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09:40 テヘラン発→11:05

ケルマン着（IR472） 

バムへ移動 

18:40 関空発→19:50 羽田

着（JL1316） 

*【永石､ 

小林､大野】 

バム 

15 28(Fri) 【永石、小林、大野】 

ケルマンへ移動 

11:50 ケルマン発→13:15 テヘラン着（IR473） 

M/M 団内検討 

〃 

16 29(Sat) 9:00-10:00 TDMMO 協議 

M/M(Minutes of Meeting)署名 

〃 

17 30(Sun) JICA イラン事務所報告 

14:00- 日本大使館報告 

補足調査 

【JICA】 

21:15 テヘラン発→23：45 

ドバイ着（EK978） 

02:50 ドバイ発 

〃 

18 May 

1(Mon) 

補足調査 →17:20 関空着（JL5090） 

18:40 関空発→19:50 羽田着

（JL1316） 

〃 

19 2(Tue) 補足調査 〃 

20 3(Wed) 補足調査 

21:15 テヘラン発→23:45 ドバイ着（EK978） 

02:50 ドバイ発 

機中 

21 4(Thu) →17:20 関空着（JL5090） 

18:40 関空発→19:50 羽田着（JL1316） 

 

 

１－５ 調査・協議結果概要 

本プロジェクトに関し以下の事項について合意した。詳細については別添 Minutes of 

Meeting(M/M)のとおり。 

 

（１）プロジェクトのタイトル 

（和）地震後 72 時間緊急対応計画構築プロジェクト 

（英）the Project on the Establishment of Emergency Response Plan for the first 

72 hours after an earthquake 

 

（２）プロジェクト実施体制 

【実施機関】テヘラン市災害管理機構（Tehran Disaster Mitigation and Management 

Organization(TDMMO)） 

【実施・管理体制】 

a) Project Director：TDMMO 総裁 

b) Project Manager：TDMMO 総裁アドバイザー 



 5

c) Joint Coordination Committee の設置 

d) Task Force の設置（必要に応じて） 

 

（３）プロジェクト実施期間（予定） 

ステージ I： 2006 年 10 月～2007 年 2 月（5 ヶ月間） 

ステージ II： 2007 年 4 月～2009 年 3 月（2 年間） 

 

（４）プロジェクトのフレームワーク 

事前調査終了時のものであり、R/D 締結およびステージ Iにおいて修正される可能性が

ある。 

 

【上位目標】テヘラン市の地震後 72 時間における緊急対応能力が向上する。 

【プロジェクト目標】テヘラン市の地震後の緊急対応計画と関連システムが改善され、

コミュニティを含む実施体制が強化される。 

【成果】 

０：ステージ II の PDM および PO が確立される。(ステージ I) 

１：テヘラン市の地震後の緊急対応計画が改善される。（ステージ II） 

２：早期被害推定システムが開発され運用される。（ステージ II） 

３：コミュニティレベルの緊急対応システムが設立され実施体制が準備される。（ス

テージ II） 

４：地震後の緊急対応に関連する活動体制が改善される。（ステージ II） 

 

（５）今後のスケジュール 

2006 年 7 月頃：Record of Discussion(R/D)の締結（JICA イラン事務所-TDMMO） 

2006 年 10 月頃：プロジェクト開始（本邦研修から開始予定）
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第２章 評価結果のフレームワーク 

 

２－１ プロジェクトのフレームワーク 

（１）プロジェクトのタイトル 

イラン国「地震後 72 時間緊急対応計画構築プロジェクト」 

 

（２）プロジェクトの実施体制 

① 協力相手先機関 

テヘラン市総合災害管理局 

Tehran Disaster Mitigation and Management Organization(TDMMO) 

② 国内協力機関 

内閣府 

国土交通省総合政策局 

総務省消防庁 

 兵庫県企画管理部 

 

（３）プロジェクト期間 

2006 年 10 月～2009 年 3 月（2 年 6ヶ月） 

 

（４）受益対象者 

テヘラン市総合災害管理局の関連部署職員及び関連機関の職員 

 

（５）プロジェクトのデザイン 

① 協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

テヘラン市における地震時緊急対応計画が作成され、コミュニティを含む緊急

対応実施体制が強化される。 

 

指標・目標値： 

a) テヘラン市及び関係機関に承認された地震時緊急対応計画（改訂版） 

b) 稼動確認された QD&LE システム 

c) モデルコミュニティ・学校において実施されたパイロット事業数 

d) 主要分野で技術移転を受けた TDMMO 及び関係機関の職員数 

 

２）協力終了時に達成が期待される上位目標 

テヘラン市の地震後 72 時間の緊急対応能力が向上する。 

 

指標・目標値： 

a) テヘラン市及び関係機関が独自に更新した緊急対応計画 
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b) 早期被害推計システム（QD&LE）の定常運用 

c) コミュニティレベルの防災組織数 

 

② 成果（アウトプット）と活動 

１）成果０：ステージ II で実施されるＰＤＭ (案)、ＰＯ〔案〕が策定される。 

 

活動：0-1 地震後の緊急対応に関する国およびテヘラン市の現況(法制度、計画 

          実施体制、活動等) のレビュー 

0-2 本邦研修の実施 

0-3 緊急対応に関する国レベルの機関及びテヘラン市政府内部の組織間 

     の役割の明確化 

0-4 緊急対応の主要分野の選定（例：初動体制、救助、医療救護、道路 

          交通規制・緊急車両等の確保、食料・生活必需品の配給、捜索活動） 

0-5  上記 0-4 の主要分野における技術移転項目の抽出 

0-6  活動 1-4 の実施可能性の検証 

0-7  ステージ II の実施体制の構築 

0-8  上記 0-6 に基づきステージ II の PDM、PO をレビュー・改訂 

 

指標・目標値： 

a) 改定された PDM および PO 

 

２）成果１：テヘラン市における地震時緊急対応計画が改善される。 

 

活動：1-1 マンジール地震及びバム地震の経験に基づき、国及び同市の現行緊急 

          対応計画をレビュー 

1-2 上記 0-4 の主要分野の緊急対応計画を同市の状況に即して作成 

1-3 主要分野の個別活動を調整し総合的な緊急対応計画を策定 

1-4 同市の緊急対応計画の改定 

 

指標・目標値： 

a) 修正されたテヘラン市の地震後の緊急対応計画 

 

３）成果２：早期被害推計（QD&LE）システムが開発される。 

 

活動：2-1  QD&LE システムに関連する手法・技術のレビュー 

2-2 QD&LE システムの設計・開発 

2-3 関連データベースの更新 

2-4 必要資機材の設置 

2-5 QD&LE システムの運用開始 

2-6 QD&LE システムに基づく防災システムの形成 

 

指標・目標値： 

a) QD&LE システムで作成する図表の数 

b) 同システム利用手引書 

 

４）成果３：コミュニティレベルの地震時緊急対応体制が整備され、防災組織が形

成される。 
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活動：3-1 コミュニティレベルでの緊急対応の方法の検討 

3-2 同市の実情に基づくコミュニティレベルの緊急対応計画の作成 

3-3 地区属性の相違を考慮してモデルコミュニティ・学校を抽出 

3-4 モデル地区でのパイロット事業に必要な資料・備品の準備 

3-5 モデルコミュニティ・学校での防災パイロット事業の実施 

3-6 同パイロット事業の事後評価 

 

指標・目標値： 

a) モデルコミュニティ・学校で実施された関連セミナー、ワークショップ等

の数及び参加者数 

b) モデルコミュニティ・学校で実施された自主防災活動への参加者数 

 

５）成果４：地震時緊急対応に係る主要分野の実施体制・相互連携体制が整備され

る。 

 

活動：4-1  主要分野での技術移転計画の作成 

4-2 技術移転の教材開発 

4-3 技術移転の実施 

4-4 必要資機材の設置 

 

指標・目標値： 

a) 主要分野での技術移転項目数 

 

③ 投入（インプット） 

１）日本側 

1．専門家 

[ステージ I] 

・ 専門家（防災計画、緊急対応、災害情報システム、早期被害推計（QD&LE）、

コミュニティ防災組織） 

[ステージ II] 

・ 専門家（防災計画、緊急対応、防災組織制度、災害情報システム、QD&LE、地

震計ネットワーク、通信、GIS 及びデータベース管理、コミュニティ防災、コ

ミュニティ防災組織化、主要分野に係わる専門家） 

2．資機材 

3．日本におけるカウンターパート研修 

4．その他 

・ 国内支援委員会 

 

２）イラン側 

1．実施体制 

・ プロジェクト・ダイレクター 

・ プロジェクト・マネージャー 

・ カウンターパート（タスクフォース） 

・ 総務担当職員 

2．施設・設備等 
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・ プロジェクトオフィス 

・ その他必要な設備 

3．プロジェクトの運営予算 

・ 必要な予算の確保 

4. その他 

・ 合同調整委員会の設置（JCC） 

・ タスクフォースの設置 

 

④ 外部条件（満たされるべき外部条件） 

１）前提条件 

・ 正式な業務命令により TDMMO、他連携機関から本プロジェクトに職員が配置さ

れる。 

２）成果（アウトプット）達成のための外部条件 

・ 十分な数のカウンターパート職員及び関係機関職員の配置 

・ プロジェクトの運営・維持費が確保される。 

・ 関係機関との良好な関係が維持される。 

３）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ 地震時緊急対応に関するテヘラン市関係部局の責任事項が変更されない。 

４）上位目標達成のための外部条件 

・ 緊急対応計画、関連データの定期的な更新 

・ 同市及び住民の防災活動の継続的取組 

 

（６）評価５項目による評価結果 

① 妥当性 

１）必要性 

イラン国の首都テヘラン市は、世界でも屈指の地震多発地帯に位置しており、

約 150 年周期で大地震に見舞われている。1830 年以来、テヘラン市を直撃した大

地震は発生していないが、20 世紀以降急激に都市化が進んでおり、ひとたび発生

すれば未曾有の大惨事になることが想定されている。かかる状況のもと、JICA は

これまでイラン国政府の要請を受けて、「大テヘラン圏地震マイクロゾーニング

計画調査」（1998-2000 年）、「大テヘラン圏総合地震防災及び管理計画調査」

（2002-2004 年）の２つの開発調査を実施している。また、2003 年 12 月には、

ケルマン州バム市においてマグニチュード 6.3の大規模地震が発生し 4万人を超

える住民が犠牲になったことで、地震発生後の緊急対応体制の強化の必要性が改

めて強く認識されることとなった。イラン国政府は、こうした経緯をもとに本プ

ロジェクトを要請してきており、本プロジェクトの実施はイラン国及びテヘラン

市のニーズに合致している。 

 

２）イラン国、テヘラン市の政策との整合性 

イランでは、2002 年 8 月 31 日に施行された「自然災害影響の軽減に関する国

家委員会基本法」により、災害対策の重要性と指針が示されている。テヘラン市

においては、2003 年 5 月に設立されたテヘラン市総合災害管理センター（TDMMC）
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が、テヘラン市の災害対策の意思決定機関である総合防災会議（テヘラン市長が

議長）の調整機関として、緊急対応計画の策定と実施の管理を担当している。

TDMMC は、2004 年にはテヘラン市の一部局に昇格し、テヘラン市総合災害管理局

（TDMMO）となった。TDMMO は、現行の緊急対応計画が具体的な活動計画を含んで

おらず実効性が低いことから、緊急対応計画の改訂と、改訂された計画に基づく

緊急対応体制整備が必要であると強く認識している。このため、これらの課題の

克服を目的とする本プロジェクトは、イラン国及びテヘラン市の防災政策の方向

性と合致している。 

 

３）日本の国際協力政策および過去の協力実績との整合性 

2004 年に策定された JICA 国別事業実施計画（イラン）においては、援助重点

課題「2)環境分野の協力」の中に「都市安全性確保（防災）」が明記されている。

我が国は世界有数の地震国であり、地震防災の技術・施策は高く評価されている

ため、防災分野の協力は積極的に貢献できる分野である。イランに対しては、こ

れまで 1990 年、97 年の地震災害時、及び 2003 年のバム地震災害時には人道的観

点から、国際緊急援助隊の派遣、緊急援助物資の供与を行った実績がある。また、

同国政府からの要請を受け、これまでに「大テヘラン圏地震マイクロゾーニング

計画調査」（1998-2000 年）、「大テヘラン圏総合地震防災及び管理計画調査」

（2002-2004 年）の２つの開発調査を実施している。本プロジェクトは、こうし

た経緯をもとに、阪神淡路大震災および中越地震の経験を持つ我が国に対して同

国政府より要請されたものであり、我が国の基本的援助政策と一致するものと判

断される。 

なお、現在策定中の 2006 年度版国別事業実施計画（案）では、援助重点分野

（4）に「行政能力の向上と防災体制の確立」が挙げられている（2006 年 7 月 11

日現在）。 

 

② 有効性 

本プロジェクトでは、現行の緊急対応計画の改訂と、改訂された計画を実施する

ための緊急対応体制整備を通じて、テヘラン市において地震後 72 時間の緊急対応能

力が向上することを目標として明確に打ち出している。また、このプロジェクト目

標は、実施期間の 2 年 6ヶ月以内に達成可能なものと考えられる。 

本プロジェクトで選定した優先活動分野における緊急対応体制整備は、緊急対応

能力の向上のために有効であり、上位目標達成に寄与するものと期待される。 

なお、上位目標の達成には、プロジェクトで構築されるモデルコミュニティの体

制を他のコミュニティに拡大することや、必要に応じて緊急対応計画の改訂を行う

こと、早期被害推計システムの精度の維持のために GIS データベースを更新するこ

と等、イラン側のオーナーシップが必要不可欠であるが、過去 2 回の開発調査及び

その後のイラン側の活動からイラン側のオーナーシップの高さが確認されている。 
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③ 効率性 

本プロジェクトは、過去に実施した 2 つの開発調査「大テヘラン圏地震マイクロ

ゾーニング計画調査」（1998-2000 年）及び「大テヘラン圏総合地震防災及び管理計

画調査」（2002-2004 年）での成果を基に計画されている。具体的には、成果 1の緊

急対応計画の改訂は、「総合地震防災及び管理計画調査」で策定された緊急対応のフ

レームワークを基にイラン側が独自に策定した緊急対応計画を改訂するものである。

また、本プロジェクトの成果 2 の早期被害推計システムの開発では、「マイクロゾー

ニング計画調査」で作成したマイクロゾーニングマップを活用する計画である。 

また、震災時に短時間で緊急的な対応を取るためには、阪神淡路大震災の教訓と

して挙げられているように、本プロジェクトの成果 3 として設定される、住民レベ

ルの緊急対応にかかる体制構築が必要不可欠である。 

本プロジェクトは実施期間をステージ Iとステージ II に分け、ステージ Iで、詳

細情報の収集、C/P の本邦研修による日本の緊急対応計画および実施体制の理解促

進、地震後の緊急対応に関連する各機関の役割分担及び連携体制の確認、優先活動

分野の選定及び協力内容の決定を行い、その上でステージ II における技術協力の活

動、投入の詳細計画の設計を行うことから、協力計画の精度がより高いものになり、

効率的にプロジェクトが実施される。 

 

④ インパクト 

住民レベルの緊急対応にかかる体制構築については、本プロジェクトで実施され

るモデルコミュニティでの活動を基に、TDMMO が同様の活動を他地区に拡大する予

定であり、テヘラン市全体の住民レベルの体制が強化されることが見込まれる。 

また、プロジェクトで行った緊急対応計画の改訂の経験を踏まえ、プロジェクト

実施後は、必要に応じて、本プロジェクトで選定された優先活動分野以外の分野で

TDMMO が独自に計画を改訂することが期待される。 

  

⑤ 自立発展性 

１）組織・制度的自立発展性 

カウンターパートとなる TDMMO は、2004 年にテヘラン市総合災害管理センター

（TDMMC）からテヘラン市の一部局に格上げされた機関である。テヘラン市の災

害対策の意思決定機関である「総合防災会議」は、テヘラン市長が議長、TDMMO

局長が副議長をしていることから、TDMMO はテヘラン市の防災関連機関の調整機

関として十分に機能すると考えられ、組織的自立発展性は高いと判断される。 

 

２）財務的自立発展性 

上述のとおり、TDMMO はテヘラン市の一部局であり、通常の同市予算により運

営されている。従前の開発調査時は計画どおりに予算が充当されており、財務的

自立発展性は高いと判断される。 
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３）技術的自立発展性 

TDMMO は、以前のテヘラン市地震環境研究所（CEST）を母体としており、地震

工学、建築工学、GIS 等の専門家・工学系エンジニア職員を有している。過去の

開発調査において作成したマイクロゾーニングマップのデータ更新も行われて

おり、職員の技術レベルは高く、また、職員の定着率も高いため、TDMMO の技術

的自立発展性は高いと判断される。 

 

４）活動の自立発展性 

本プロジェクトでは、地震後の緊急対応計画の改訂と、改訂された計画を実施

するための緊急対応体制整備が行われ、プロジェクト終了後はその経験に基づき、

イラン側が、必要に応じた緊急対応計画の改訂及び住民レベルの体制構築を進め

ていく予定であり、活動の自立発展性は高いと判断される。 

 

（７）貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 

本プロジェクトは、低所得者層が居住する地区を含めた同市全域を対象として、地震

後の緊急対応計画の改訂と、改訂された計画を実施するための緊急対応体制整備による

緊急対応能力向上を目指すものである。また、地震後の緊急対応計画の策定にあたって

は、イスラム圏にあるイラン国の社会文化的背景にも鑑み、避難や医療処置のための場

所の区別や、リソース分配の際の公平性等において、ジェンダーの視点にも配慮するも

のである。 

 

（８）過去の類似案件からの教訓の活用 

本プロジェクトは、過去に実施した 2 つの開発調査の成果を踏まえて実施される技術

協力プロジェクトであり、また、カウンターパート機関も同じ組織であり、事業実施に

おける日本側・イラン側双方のスムーズな協力関係の確立が期待できる。また、住民レ

ベルの体制構築については、前回の開発調査でもコミュニティに対してセミナー等を実

施しており、さらに、バルバドスや中国においても、コミュニティを対象とした防災プ

ロジェクトが実施され、次のような教訓が得られている。 

①住民レベルの体制構築に際しては、まずコミュニティを巻き込んだ実用的なハザー

ドマップや避難地図等を作成し災害のイメージを共有することが重要であり、本プロジ

ェクトにおいてもハザードマップ等をイメージ共有のツールとして活用する。 

②住民レベルの体制構築のためには、地方自治体による働きかけによって既存のコミ

ュニティ組織の強化を図ることが有効であり、本プロジェクトにおいても TDMMO による

セミナー・ワークショップ等の開催によってモデルコミュニティ・学校の体制強化を図

る。 

 

（９）今後の評価スケジュール 

・中間評価 2007 年 3 月頃 

・終了時評価 2008 年 10 月頃 
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・事後評価 協力終了後 3年後を目途に実施予定 

 

２－２ 特筆すべき事項 

 

（１）他ドナーによるプロジェクトとの関係 

他ドナーにより、災害対応力強化を目的とした以下のプロジェクトが実施されている。 

 

① UNDP「国家および地方レベルにおける防災能力強化」（2005 年～2009 年） 

災害リスクの情報共有による防災意識の向上、早期警報システムやハザードマッ

プ整備を目的としたパイロットプロジェクトを、ケルマン市とゴルガン市を対象に

実施している。カウンターパート機関は本プロジェクトのカウンターパート機関と

は異なるイラン行政企画庁（MPO）であり、直接的な連携の可能性は低いものの、意

見交換、情報共有を適切に行う必要がある。 

 

② スイス援助庁（SDC）「テヘラン市近隣住民ボランティア事業」（2006 年～2007 年） 

テヘラン市において、コミュニティ防災のファシリテーターとなるボランティア

の育成事業を実施している。カウンターパートは TDMMO である。このプロジェクト

によるボランティアの育成は、本プロジェクトにおける住民レベルの体制構築に関

連することから、情報共有の上、連携を行う必要がある。 

 

③ スイス援助庁（SDC）「災害時緊急捜索救助プロジェクト」（開始時期未定） 

イラン赤新月社をカウンターパートに、災害時の生存者の捜索、救助に関する技

術協力を行う予定である。災害救助犬の訓練など具体的な技術に活動を絞った内容

であり、本プロジェクトとの重複は無いが、情報交換を行う意義はある。 

 

（２）その他の留意事項 

① イラン側関係機関の調整 

本プロジェクトは、テヘラン市のみを対象としており、カウンターパート機関は

TDMMO である。しかし、地震後の緊急対応には、関係する法令や対応事項が非常に

多岐に亘ることから、中央官庁である行政企画庁や内務省、テヘラン市の警察、消

防、赤新月社や民間ライフライン業者等幅広い機関が関係するため、それらの関係

機関と適宜調整を図る必要がある。テヘラン市の防災は、それらの関係機関が参加

する総合防災会議（テヘラン市長が議長、TDMMO 所長が副議長）が統括しており、

TDMMO がその調整担当機関であるため、地震後の緊急対応におけるパイロット事業

分野の決定等の重要な事項の決定には、TDMMO とよく協議し総合防災会議の場を利

用することも考慮する。 

一方で、テヘラン市では、地震後の緊急対応に関係する機関の役割分担が明らか

になっていない部分があるため、本プロジェクトのステージ I では、関係機関の役

割を明らかにする必要がある。 
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② 既存の調査結果・データの活用 

本プロジェクトは、過去に JICA が「イ」国に対して実施した 2 つの開発調査「大

テヘラン圏地震マイクロゾーニング計画調査」（1998-2000 年）、「大テヘラン圏総合

地震防災及び管理計画調査」（2002-2004 年）における成果を基に要請されたもので

あり、2 つの調査の結果を最大限に活用することが前提条件となる。具体的には、「大

テヘラン圏地震マイクロゾーニング計画調査」において作成した GIS データベース

を活用し、「大テヘラン圏総合地震防災及び管理計画調査」において作成した緊急対

応計画の基本方針や、同調査において提案した 4 つの個別優先プロジェクト「広域

避難所の設置と備品整備事業」、「テヘラン市総合災害管理センター（現在は「テヘ

ラン市総合災害管理局」に改組）の組織力強化事業」、「テヘラン市消防局の緊急対

応能力強化事業」、「保健･医療組織の応急対応能力強化事業」の内容を活用すること

で、JICA 事業として一貫した協力を進めていくことが必要である。 

 

③ 貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 

本プロジェクトは、低所得者層が居住する地区を含めた同市全域を対象として、

地震後の緊急対応計画の改訂と、改訂された計画を実施するための緊急対応体制整

備による緊急対応能力向上を目指すものである。また、地震後の緊急対応計画の策

定にあたっては、イスラム圏にあるイラン国の社会文化的背景にも鑑み、避難や医

療処置のための場所の区別や、リソース分配の際の公平性等において、ジェンダー

の視点にも配慮するものである。 

 

④ 住民レベルの緊急対応体制構築にかかるモデルコミュニティ及び学校の選定 

本プロジェクトでは、ステージ II において、住民レベルの緊急対応体制の構築を

目的として、モデルコミュニティ及び学校を選定し、モデルプロジェクト（セミナ

ー・ワークショップ、防災訓練、防災教育等）を実施する予定である。モデルコミ

ュニティ及び学校の選定にあたっては、TDMMO の主体性を十分尊重しつつ、既存の

住民組織とその活動内容や防災意識についての情報を収集した上で、モデルプロジ

ェクトの実施に適した対象の選定を行う必要があるため、ステージ I での活動にお

いても、その点を十分留意する必要がある。 

  

⑤ 緊急対応計画立案における社会的弱者への配慮 

本プロジェクトのステージ II においては、成果１としてテヘラン市における地震

後の緊急対応計画を改訂する予定であるが、女性や子ども、身体的なハンディキャ

ップを持った住民等、一般的に災害時に弱者となりやすい住民に対して十分に配慮

したものとなるよう留意する。また、成果３の住民レベルの緊急対応体制構築にお

いても、モデルプロジェクトを実施する際には、幅広い住民の参画を引き出し、全

ての住民にとって緊急対応時に役立つものとなるよう計画を立てる必要がある。 
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⑥ 現実的な必要機材計画の策定 

本プロジェクトのステージ II における日本側の投入内容には、成果２である早期

被害推計(QD&LE)システム開発のための地震計の不足分の設置、同地震計からのデー

タ収集用通信設備の他、成果４であるパイロット事業分野に係る緊急対応の体制整

備に必要となる機材の提供が想定される。これらの機材は、プロジェクト終了後、

テヘラン市が技術的にも財政的にも、独自で運用していくことができるものとする。

また、これらの機材は使途が特殊であるため、製品によってはイラン側にとって維

持管理のためのパーツ等の入手が困難になることが考えられるので、機材の選定に

あたっては、機材の維持管理の容易性も考慮する必要がある。 

 

以上 
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